
 

「三重県人口ビジョン（仮称）」、「三重県まち・ひと・しごと創生総合戦略（仮称）」

及び「みえ県民力ビジョン・次期行動計画」並びに「次期の行財政改革」に関する調

査について（案） 

 

 

１ 「三重県人口ビジョン（仮称）」、「三重県まち・ひと・しごと創生総合戦略（仮称）」に

関する調査について 

（１）政策討論会議を中心に行う場合 

   構成議員は議長が指名した議員であり、議長が議事進行を行うことになります。 

基本的には、地方創生という喫緊の政策課題について、短期集中的に調査することと

なります。 

なお、政策討論会議を設置する場合、本会議の議決を要するとともに、適正と考えら

れる委員の定数及び配分など（別添資料３－２を参照）についても、十分検討する必要

があります。 

また、「三重県まち・ひと・しごと創生総合戦略」の中枢となる人口減少対策について

は、人口減少対策調査特別委員会において集中した調査を行います。 

（２）全員協議会を中心に行う場合 

   構成議員は全議員であり、議長が議事進行を行うことになります。 

この場合、平成２３年度に「みえ県民力ビジョン」を調査した時の方法と同様となり、

基本的に、個別施策については各行政部門別常任委員会で調査することとなります。 

なお、この場合も「三重県まち・ひと・しごと創生総合戦略」の中枢となる人口減少

対策については、人口減少対策調査特別委員会において集中した調査を行います。 

（３）人口減少対策調査特別委員会を中心に行う場合 

   構成議員は特別委員会の委員となり、委員長が議事進行を行うことになります。 

特別委員会では、「三重県まち・ひと・しごと創生総合戦略」の中枢となる人口減少対

策について、集中した調査を行います。また、「三重県人口ビジョン（仮称）」等個別施

策については、各行政部門別常任委員会で調査することとなります。 

（４）予算決算常任委員会を中心に行う場合 

構成委員は議長を除く全議員であり、委員長が議事進行を行うことになります。 

特に「三重県まち・ひと・しごと創生総合戦略」については、今後５年間の基本的な

取組項目等を示すものであり、それらの実施にあたっては予算的な議論も必要なことか

ら当委員会で調査することとし、詳細調査については、それぞれ所管の分科会で調査す

ることができます。 

【今後の主なスケジュール（予定）】 

  平成２７年 ６月 「三重県人口ビジョン（中間案）」及び「三重県まち・ひと・しご

と創生総合戦略（中間案）」の調査 

        ９月 「三重県人口ビジョン（最終案）」及び「三重県まち・ひと・しご

と創生総合戦略（最終案）」の調査 

        ９月 総合戦略の策定 

平成２８年 ３月 総合戦略（改訂版）の策定 

 

 

資料３ 



 

２ 「みえ県民力ビジョン・次期行動計画」に関する調査について 

（１）全員協議会を中心に行う場合 

   構成議員は全議員であり、議長が議事進行を行うことになります。 

この調査方法は、平成２３年度に「みえ県民力ビジョン」を調査した時と同様の方

法であり、基本的に、個別施策については各行政部門別常任委員会で調査することと

なります。 

（２）特別委員会を設置して行う場合 

特別委員会を設置した場合、集中して調査を行うことができます。 

なお、特別委員会を新たに設置する場合、本会議の議決を要するとともに、適正と

考えられる委員の定数及び配分について、十分検討する必要があります。 

（３）予算決算常任委員会を中心に行う場合 

構成委員は議長を除く全議員であり、委員長が議事進行を行うことになります。 

中間案の段階から議案付託に至るまで一貫して、当委員会で調査することができ、個

別施策についても、それぞれ所管の分科会で調査することができます。 

【今後の主なスケジュール（予定）】 

  平成２７年 ６月 「みえ県民力ビジョン・次期行動計画（策定方針）」の調査 

        ９月 中間案の調査 

       １１月 最終案の調査 

  平成２８年 ３月 議案の採決、策定 

 

３ 次期の行財政改革に関する調査について 

（１）全員協議会を中心に行う場合 

   構成議員は全議員であり、議長が議事進行を行うことになります。 

この調査方法は、平成２３年度に「三重県行財政改革取組」を調査した時と同様の方

法であり、全員協議会で説明を受けた後、基本的に、行財政改革を所管する総務地域連

携常任委員会で集中的に調査することとなります。 

（２）特別委員会を設置して行う場合 

特別委員会を設置した場合、集中して調査を行うことができます。 

なお、特別委員会を新たに設置する場合、本会議の議決を要するとともに、適正と

考えられる委員の定数及び配分について、十分検討する必要があります。 

（３）予算決算常任委員会を中心に行う場合 

構成委員は議長を除く全議員であり、委員長が議事進行を行うことになります。 

特に財政改革については、所管事項の「予算及びこれに関連すること」に該当するこ

とから、当委員会で調査することとし、詳細調査については、それぞれ所管の分科会で

調査することができます。 

【今後の主なスケジュール（予定）】 

  平成２７年 ６月 「次期の行財政改革取組に向けた基本的な方針」の調査 

        ９月 素案の調査 

       １１月 中間案の調査 

  平成２８年 ２月 最終案の調査 

        ３月 次期の行財政改革の策定 


